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子会社である PEGASUS TECH VENTURES COMPANY II, L.P.の解散に関するお知らせ 

 

当社は、2025年９月 24日開催の取締役会において、以下のとおり、当社の子会社である

PEGASUS TECH VENTURES COMPANY II, L.P.（以下、「PEGASUS」といいます。）を解散することにつ

いて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、PEGASUSの出資金は当社の資本金の 100分の 10以上に相当し、当社の特定子会社でした

が、当該解散を以って特定子会社ではなくなりますので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

１． 解散の理由 

2020年５月 27日付け「Triller, LLC への投資を目的とした海外子会社およびファンド設立に関

するお知らせ」及び 2020年６月 26日付け「「Triller, LLC への投資を目的とした海外子会社お

よびファンド設立に関するお知らせ」の一部変更について」でお知らせいたしました通り、当社グ

ループの海外展開の一つとして、PEGASUSをファンドとして設立しておりました。 

ファンドを設立したことで、海外展開において一定の役割を果たしておりますが、国内外を問わ

ず経営資源の選択と集中を進めるため、PEGASUSのファンドとしての維持コストを勘案し、ファン

ドを通じて株式投資を行うことと当社から直接に投資を行うことの比較衡量について検討を行い、

PEGAUSを解散することといたしました。なお、PEGASUSは 2026年３月期第１四半期末（2025年６

月末）時点において、約 472百万円の投資先の株式を保有しておりましたが、解散に伴って、現物

分配の形で、出資比率に応じて当社が受け取ることが予定されております。 

 

２．解散する子会社の概要 

（１） 名 称 PEGASUS TECH VENTURES COMPANY II, L.P. 

（２） 所 在 地 
2680 North 1st Street, Suite 250, San Jose, CA 

95134 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 ゼネラルパートナー MD Anis Uzzaman 



（４） 事 業 内 容 投資運用業等 

（５） 資 本 金 
7,144千 USドル(2025年 6月末時点 同日時点の為替

レートで換算して約 1,034百万円) 

（６） 設 立 年 月 日 2020年７月１日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

当社 98.9% 

PEGASUS TECH VENTURES MANAGEMENT II, LLC 1.0% 

朝日放送グループホールディングス株式会社 0.1% 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社が当該会社へ 98.9%を出資 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当なし 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態                

決算期 2022年 12月期 2023年 12月期 2024年 12月期 

 純 資 産 ※ 1 千 USドル 7,399 6,915 3,752 

  百万円 981 980 593 

 総 資 産 ※ 1 千 USドル 7,400 6,915 3,754 

  百万円 981 980 593 

 売 上 高 千 USドル - - - 

  百万円 - - - 

 営 業 損 失 ※ 2 千 USドル △103 △103 △109 

  百万円 △13 △14 △16 

 経 常 損 失 ※ 2 千 USドル △103 △103 △109 

  百万円 △13 △14 △16 

 親会社株主に帰属する 

当 期 純 損 失 ※ 2 

千 USドル △434 △108 △3,283 

 百万円 △57 △15 △498 

※1 各決算期の期末日の為替レートにて換算しております。 

※2 各決算期の期中平均の為替レートにて換算しております。 

 

３．解散の日程 

2025年９月 24日 当社取締役会における当該子会社の解散決議 

今後、現地の法令に従った必要な手続きが完了次第、2026年３月期中に清算結了となる予定です。 

 

４．今後の見通し 

本件が当期の連結業績に与える影響につきましては現在精査中ではございますが、今後、開示す

べき事項が発生した場合は、速やかにお知らせいたします。 

以上 


